
　私は地元出身で、長くむつ市の工
業高校で教えていました。当時から、
専門性を生かせる就職先が地元には
少なく、優秀な人材が育っても県外
に流出する状況が続いたため、地域
の将来に強い危機感を募らせていま
した。その危機感は、行政職に就い
てからもずっと持ち続けています。
　本市には、医師や弁護士が不足し、
地元出身の教員が少ないという課題
があります。地方創生と言われる時
代にあって、外部の人材のみならず、
地元の人材を地元で育てることの大
切さを痛切に感じています。
　そうした思いから、２０１０年度に
教育長に就任して以来、小・中学生

に地域を大切にする気持ちをどのよ
うに育めばよいのかを模索してきま
した。子どもには、言葉で伝えるよ
りも、「学校や地域に大切に育てても
らった」という経験が何より大切だ
と考えます。その実感があれば、将来、

「今の自分があるのは、地域のおかげ
だ」と考えて、地域に貢献したいと
いう思いが強まると思うからです。
　また、本市では、文部科学省「全
国学力・学習状況調査」や青森県が
実施する「青森県学習状況調査」の
結果から学力不振が明らかで、特に
中学１年生での落ち込みが顕著でし
た。さらに、当時は問題行動や不登
校の児童・生徒の発生率が県平均を
上回り、年々増加しているような状況
でしたが、やはり中学１年生で大き
く増えていることが分かりました。

　当時の牧野正藏前教育長は、学力
不振などの問題の背景には、「中１
ギャップ」があるのではないかと考
えました。そこで、中１ギャップの
解消を最優先課題と位置づけ、小中
一貫教育に着手することにしました。
　そして、２００７年度に、小中一貫
教育を柱とする「むつ市教育プラン」
を策定。翌年からの３年間の試行期
間を経て、私が教育長に就任した後
の２０１１年度に本格的に小中一貫教育
をスタートさせました。
　並行して、２００８年度から導入し
ていた「むつ市総合学力調査」を活
用し、「全国学力・学習状況調査」や

「青森県学習状況調査」の結果と合わ
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小中一貫教育を突破口として、
中１ギャップを大幅に改善
むつ市教育委員会　教育長　遠
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人材流出と学力不振、
不登校の増加に悩む

教育長の
戦略

事例２

青森県
むつ市

青森県むつ市では、学力不振と不登校の多さという大きな課題を抱えていた。
その主な原因をいわゆる「中 1ギャップ」と捉えて、2011年度に本格的に施行した
「むつ市教育プラン」では、小中一貫教育を基軸とした取り組みを推進。
「むつ市総合学力調査」の導入などで PDCAサイクルを機能させて、取り組みを
充実させたところ、児童・生徒の学力や行動の面で大きな成果が表れている。

◎下北半島の中心部に位置し、陸奥湾と津軽海峡に面する本州最北端の市。1960年に現名称に改称。2005年、3町
村と合併し、県内最大の面積を有する自治体となった。霊峰恐山があり、夏の例大祭には多くの観光客でにぎわう。
◎人口…約 6万人　◎面積…864.2㎢　
◎市立学校数…小学校13校、中学校9校　◎児童生徒数…4,408人
◎電話…0175-22-1111
◎ＵＲＬ…

小中一貫教育を軸に
PDCAサイクルを機能させ、
学力向上と不登校半減を実現

青森県むつ市
プロフィール

http://www.city.mutsu.lg.jp/

中１ギャップ解消のため
小中一貫教育に着手

http://www.city.mutsu.lg.jp/


せて、児童・生徒の実態把握や各種
施策の効果測定に努めたのです。

　成果が見られない時期が続きまし
たが、３年目の２０１３年度頃から明
らかな変化が表れました。子どもの
学習意欲が高まり、家庭学習習慣も
定着してきたことにより、学力調査
の数値が上昇したのです。２０１５年
度の「全国学力・学習状況調査」で
は、小・中学校ともに、国語と算数・
数学のＡ・Ｂ両問題で、ほぼ全国平
均を上回ることができました。
　特に、中学校での学力の伸び幅は
大きく、長らく課題だった英語は、
２０１５年度の「青森県学習状況調査」
で本市が県内トップとなりました。
さらに、２０１３年度の不登校発生率
は、２０１０年度比で半減し、全国平
均並みに改善されました。
　教室での光景も大きく変わりまし
た。教育長に就任以来、自分の目で
子どもの姿を確かめたいという思い
から、私は毎年、すべての小・中学

校を訪問して、校長と学校経営につ
いて話し合い、全学級の授業を見学
してきました。当初は学習に集中で
きない子どもも見られましたが、次
第にどの学級でも整然と授業が進む
ようになり、今では意欲的な発言が
飛び交う、活気あふれる授業も見ら
れるようになりました。
　児童・生徒の変容の裏には、教員
の意識改革があります。子どもたち
を大事にする市の施策の後押しと、
教育委員会の働きかけを受けて、各
校の校長は学力向上を意識した学校
経営に力を注ぎ、授業改善も大きく
進みました。「プラン」の実施当初か
ら児童・生徒、保護者、教員の意識
調査を継続していますが、中でも様々
な取り組みに対する教員の肯定率が
大きく上昇しています（図１）。
　また、不登校の発生率が５年間で
大幅に減少した背景には、中学校区ご
とに小学５・６年生、 中学１年生の担
任が集まる「中期学級担任連絡協議
会」を毎年行い、一人ひとりの情報
を小・中で共有するといった対策を
進めたことが大きいと捉えています。

　このように基礎学力は定着しつつ
ありますが、応用力や活用力は十分
に伸ばせているとは言えません。そ
こで、２０１５年度には、教育委員会
で１年間をかけて「活用型問題集」
を作成し、各校に配布しました。
　不登校も大幅に減りましたが、完
全には解消していません。また、今
見えている学力はあくまでも学力調
査での好成績であり、ここでつけた
力を、高校、大学、そして就職と児童・
生徒の希望進路の実現につなげてい
くことが肝心と考えています。
　今年度は現行の「むつ市教育プラ
ン」の最終年度で、現在、２０１７年度
から行う新たな教育プランを作成中
です。教育に強い思いを持つ市長と
の連携を強めつつ、引き続き、小中
一貫教育を基軸として、少子化やグ
ローバル化といった現代的な課題に
も対応し、地域の発展に貢献する気
持ちを持つ人材の育成に全力で取り
組んでいきたいと思います。
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とおしま・すすむ　日本工業大学機械工学
科卒業。青森県内の高校教諭、青森県教
育委員会主任指導主事、青森県立田名部
高校校長などを経て、2010 年度から現職。

図１ むつ市の教員向け意識調査における肯定率の推移（抜粋）

＊むつ市教育委員会提供資料を基に編集部で作成
20152014201320122011

100

90

80

70

60

50

40

0

（％）

（年度）

小中一貫教育のめざす児童生徒像、ブロックのめざす児童生徒像を理解している。
小中学校の教員は、子どもの情報交換をし、共に児童生徒理解に努めている。
小中の乗り入れ授業により、子どもたちは生き生きと学習に参加し、学力が向上してきている。
小学校と中学校の授業における具体的な連携は、学習意欲を高め、学習習慣の形成にも効果がある。
生徒指導の情報交換、連携により児童生徒が落ち着いて学校生活を送り、不登校やいじめなども減
少してきている。
児童生徒に命の大切さ、思いやり、規範意識等が小中学校の連携により育ち、問題行動が減少して
きている。
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第２特集

アセスメントを教育施策に生かす

学力調査の好成績を
希望進路の実現につなげたい

教員の意識改革の進展が
子どもの学力向上を支える



　むつ市では、学力不振や不登校増
加の背景には中１ギャップがあると
の認識から、２０１１年度以降、本格的
に小中一貫教育に力を注いできた。
　むつ市の小中一貫教育は、９つあ
る中学校区をそれぞれブロックとし、
小・中９年間を前期─中期─後期（４
─３─２）に分けて、学習指導要領に
基づき進められている。４つの共通
実践事項（図２）を設定するとともに、
各ブロックの自由度を高くしている
のが特色だ。学校教育課の石川禎

よし

大
ひろ

指導主事は次のように説明する。
　「本市は２００５年に３町村と合併し
たこともあり、ブロックごとに文化
や環境が大きく異なり、各校の児童・
生徒数にも大きな差があります。そ
こで、各ブロックの実情に応じた教
育活動を推奨しています」
　共通実践事項の１つは、中１ギャッ
プ解消を主目的とした「中期（小学
５年生～中学１年生）における授業

の充実」だ。各ブロック内での相互
乗り入れ授業や合同授業研究会、小
学校高学年の一部教科担任制に加え、
「中期学級担任連絡協議会」では、長
期休業中などに中期の学級担任が集
まり、児童・生徒の情報交換や指導
法の研究・共通理解などを行う。例
えば、数学に課題があれば、小・中の
つながりを確認したり、指導法を相
互に取り入れたりして改善を図る。
　学力向上と不登校解消の「アクショ
ンプラン」も、市共通の取り組みだ。
まず、「青森県学習状況調査」の各教
科の通過率を、２０１０年度の県との
通過率の差を基準として、５年間で
５ポイント以上アップさせることを
学力向上の目標に掲げた。取り組み
の内容自体は各ブロックに任せてお

り、合同研修や学力調査の合同分析
会、家庭学習調査やパンフレットの
発行、ブロック内共通の「授業中の
約束」の設定などが行われている。
　「『青森県学習状況調査』の結果の
推移を見ると、本市は２０１３年度か
ら改善し始め、２０１５年度には目標
をおおむね達成し、学力は着実に伸
びていきました。通過率も２０１０年
度は小・中ともに全教科で県平均を
下回っていましたが、２０１５年度に
はほとんどの教科で県平均を上回っ
ています。特に、中学校の伸びが大
きく、中でも数学と英語が著しく伸
びています」（石川指導主事）
　不登校の発生率は、２００７年度か
ら２０１０年度にかけて増加し、全国・
県平均を大幅に上回っていた。これ
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図２ むつ市の小中一貫教育の主な取り組み

＊むつ市教育委員会提供資料を基に編集部で作成

施策名 取り組み名 各ブロックの取り組み例

中期に
おける
授業の
充実

相互乗り入れ授業 中学校から小学校へは算数・音楽・外国語活動への乗り入れが
多い。体験入学を実施するところもある。

小学校高学年での
一部教科担任制

小学校高学年から教科担任制に慣れさせる。小中一貫教育非常
勤講師を活用するケースもある。

中期学級担任
連絡協議会

小学 5・6 年生と中学1年生の担任が子どもの実態などに関して
情報を共有。多いブロックでは年５回実施。

合同授業研究会 小中合同の授業研究会は、各ブロックで年1～2回実施。

小中一貫教育
非常勤講師の活用

学力向上と児童・生徒指導の充実を図るために各ブロックに1人
を配置。

アクション
プラン

学力向上
学力調査の数値目標の達成に向け、各ブロックがアクションプラ
ンを作成する。ブロックにより、合同研修会、学力テストの合同
分析、合同授業研究会、家庭学習の手引きの作成など。

児童・生徒指導
（不登校解消）

不登校児童・生徒をなくすために、各ブロックがアクションプラ
ンを作成する。生徒指導情報交換会、生徒指導講演会、9か年
家庭環境調査表、学校生活の約束の設定など。

特別支援
教育

情報連携 特別支援教育の充実に向け、小・中が情報を共有する。特別支
援推進部会の設置、個別の指導計画の作成、交流会の実施など。

小学校、中学校、
保護者の連携

保護者との連携の強化を図る。小・中・保の情報交換、中学校
進学時の三者面談、個別面談など。

合同行事
と

地域連携

合同行事 部活動体験会、地域ボランティア活動、合同遠足、合同体育祭、
合同学校祭など。

保護者、地域への啓発 PTA合同懇談会、地域への学校だより回覧、地区連絡会議など。

小中一貫教育だより 各ブロックにより、年３回以上発行。

青森県
むつ市

事例２

中学校ブロックごとに
独自の取り組みを推奨

教育委員会の
施策

学校教育課
指導主事

石川禎大
いしかわ・よしひろ
青森県の公立中学校社
会科教諭を経て、2014
年度から現職。

学校教育課長

和田正顕
わだ・まさあき
青森県の公立中学校英語
科教諭、教育事務所指導
主事、中学校教頭、校長
を経て、2016 年度から現
職。

各ブロックの実情に即した取り組みや
学力調査の活用で、学力向上に成功
むつ市教育委員会



を県平均以下にすることを目標に掲
げ、小中一貫教育を生かして一人ひ
とりを丁寧に見取り、支援していっ
た。特に、「中期学級担任連絡協議会」
では、子どもが抱える悩みなどの情
報共有も図った。これらの取り組み
が奏功し、２０１０年度に１．８１％だっ
た不登校の児童・生徒の発生率は、
２０１３年度には０．９５％とほぼ半減し、
全国平均並みに抑えることができた

（図３）。このように、５年間で中１
ギャップは大幅に改善したのだ。

　様々な取り組みがうまく進んだ背
景として、学力調査を活用してＰＤＣ
Ａサイクルを機能させ、常に改善を
図っている点にも注目したい。
　むつ市では、３つの学力調査を目
的に応じて使い分けている。「全国学
力・学習状況調査」と「青森県学習
状況調査」（小学５年生は４教科、中
学２年生は５教科）は、主に結果を
他地域と比較し、市全体やブロック、
学校、学年単位で課題を洗い出して、
施策を検討する際に生かしている。
例えば、分析結果を基に合同授業研
究会で対策を検討したり、教育委員
会が課題を把握して指導法を提案し
たりすることに活用している。
　一方、ベネッセの学力調査を用い
た「むつ市総合学力調査」は小学５

年生～中学３年生
の全児童・生徒が
受けるため（教科
数は学年により３
～５教科）＊1、主
に子ども一人ひと
りの経年変化の把
握に重点を置く。
　各校が分析デー
タを十分に活用で
きるよう、校長会
で結果を共有し

て意識向上を図るとともに、２０１５
年度からは、教員全員参加の分析研
修会をブロックごとに実施している。
そこでは、「ＳＹＥＮ（シエン）」＊2によ
るデータの分析手法に加え、結果に
応じて提供されるベネッセの習熟度
別プリント教材の活用法や指導の工
夫などを説明。これらを通してＰＤＣ
Ａサイクルを確立させることで、指
導改善の取り組みを深化させている。
　ほかに、児童・生徒、教員、保護
者の三者への意識調査も継続して実
施し、小中一貫教育の各施策の認知
度や理解度、満足度などを把握して
いる。小中一貫教育に対する肯定率
は三者のいずれも上昇しているが、
とりわけ教員の伸びが大きく、これ
が様々な成果の要因になっていると、
教育委員会では捉えている。
　「調査の継続実施により、小中一貫
教育で目指していることや実践内容
について、保護者や現場への周知が
かなり進みました」（石川指導主事）
　また、ブロック間の情報共有も進
み、各ブロックの小中一貫教育にお
ける取り組みは、年３回、各ブロック
長が集まる「小中一貫教育推進委員
会」で成果や課題を協議し、年度末に
は報告書にまとめて共有されている。

　今後の課題の１つは、基礎学力の

定着が進む一方で、活用力が不足し
ていることだ。そこで、弘前大学教
育学部と連携し、教員を対象に「授
業づくり講座」を実施し、活用型の
授業の充実を図っている。
　さらに、２０１５年度、各種学力調
査の分析を基に、教育委員会は小学
４年生と中学１年生向けの「活用型
問題集」を作成した（現在は、小学
５年生と中学２年生向けの問題集を
作成中）。問題集は、教員が必要なペー
ジを抜き出したり、問題を加工した
りできるように、データで配布。各
校では、主に補充学習などで用いて、
活用力の向上を目指している。
　「この問題集は、児童・生徒が全問
正解することを目指したものではあ
りません。むしろ、こうした問題を
解く力を育てるために、普段の授業
をどう変えていくかを先生方に考え
てもらうという問題提起の意味合い
が強いです」（石川指導主事）
　学力の二極化も長年の課題だった
が、学力下位層への個別指導や補充
学習などに力を入れた結果、底上げ
が進んでいる。今後は上位層を伸ば
すことにも注力したいと考えている。
　不登校発生率は、中学校では半減
したものの、小学校では横ばいの状
態が続き、課題と捉えている。不登
校の要因については、様々なケース
が考えられることから、今後はより
一層、個別の対応を充実させていく
方針だ。学校教育課の和田正

まさ

顕
あき

課長
は、次のように語る。
　「本市は長年、学力不振に悩んでき
ましたが、教育委員会と学校が足並
みをそろえた実践を続けていくうち
に、目に見える形として表れ、教員
間に『子どもを学びに向かわせれば、
まだまだ伸びる』という意識が醸成
され、成果につながりました。教育
委員会として、今後も学校と同じゴー
ルを目指し、ベクトルを一致させて
いきたいと思います」

＊１　その他、小学５年生と中学２年生では「学習意識調査」も実施している。
＊２　総合学力調査の結果をWeb 上で分析できる学力分析システム。観点・領域別だけでなく、単元ごとの分析も可能で、個々の学力状況を詳しく分析できる、結果データのダ
ウンロードや印刷も可能である、といった特徴がある。
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図３ 児童・生徒合計の不登校発生率の推移
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第２特集

アセスメントを教育施策に生かす

各種学力調査の活用で
PDCAサイクルを機能させる

指導改善をねらいとして
「活用型問題集」を作成



　むつ市立田名部中学校では、「むつ
市教育プラン」に基づき、中学校区
内の３つの小学校とともに小中一貫
教育を推進している（図４）。スター
ト時には、生徒が落ち着いて学習に
向かえず、授業が成立しないことも
あった。そこで、まず基礎・基本を
定着させて、勉強が分かる喜びを伝
えたいと考え、各教科の年間指導計
画を見直した。研修主任の小島一

かず

玄
はる

先生は、次のように振り返る。
　「まず、小学校の教科書や学習指導
要領を読み込み、小学校での学びを
いかにスムーズに中学校の学習につ
なげるかを検討して、系統的な年間
指導計画を作成しました」
　そして、「凡事徹底」をスローガン
に掲げて、生徒が分かるまで根気強
く指導したり、授業の冒頭でねらい
を示して見通しを持てるようにした
りと、当たり前のことを当たり前に
行う指導を心がけた。
　授業改善では、学力調査を活用し
たＰＤＣＡサイクルを進めた。学力調
査の実施後は、問題を分析して求め
られている学力を確認し、結果分析

を通して生徒の実態を把握し、授業
改善や補充学習などの対策を講じて
次の学力調査に臨むという、調査→
分析→授業（対策）のサイクルを繰
り返してきた。特に重視する指標は、
「むつ市総合学力調査」のデータだ。
阿部謙一校長はこう話す。
　「『むつ市総合学力調査』は、小学
５年生から中学３年生までの児童・
生徒が継続して受けるため、学年や
学校種をまたいだ縦のラインで個々
の子どもの学力を追跡できます。子
ども全員の可能性を高めることが義
務教育の使命ですから、一人ひとり
に対応した指導ができることは大き
な利点です。また、『むつ市総合学力
調査』に集中的に取り組むことで、『全
国学力・学習状況調査』や『青森県
学習状況調査』などにも的確に対応
できるという信頼感もあります」

　「むつ市総合学力調査」のデータ分
析には、ベネッセのウェブ分析シス
テム「ＳＹＥＮ（シエン）」を積極的に
活用している。ＳＹＥＮのデータを基
に強みや弱みを把握して、教科部会
で授業改善に生かしたり、担任や教

科担当の教員が生徒の課題を確認し
て個別指導を充実させたりしている。
　データ活用が進むにつれて、教員
の意識改革も進んでいる。ＳＹＥＮの
分析手法を参考に、校内の定期考査
や実力テストを自ら分析し、個々の
生徒の課題を抽出するという動きも
出てきたと、小島先生は話す。
　「教員は経験を大切にする傾向があ
るため、実感が伴わないと、指導改
善になかなか踏み切れません。その
点、目に見えるデータは、指導を変え
ていく上で説得力のある材料となり
ます。本校は経験豊富な教員が多い
こともあり、経験とデータが組み合わ
さることで、実践が深まっています」
　このような指導改善の結果、生徒
の学力が伸びていき、成果が出始め
たことで、教員のモチベーションも
高まり、教員間でさらなる授業改善
への意欲が高まっている。

　校内だけでなく、ブロック内でも
ＰＤＣＡサイクルは機能している。年
１回、ブロック内の小・中学校４校
の研修主任が一堂に会し、学力調査
の結果を基に強みや弱みを分析して、
小・中それぞれがどのような方向性
で指導改善をすべきかを確認してい
る。その内容は各校の校内研究で共
有され、ブロック全体が同じ方向性
で指導を充実させている。
　また、小中一貫の取り組みである
相互乗り入れ授業や合同行事などを
通して、中学校側は新入生の実態を
入学前に把握できるようになった。
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◎1947（昭和 22）年創立。県内 3 番目の大規
模校。「文武一同・凡事徹底」のスローガンの下、
学習や学校行事、清掃、部活動などあらゆる活
動に全力で取り組んでいる。2016 年度の夏季
大会では多くの部が東北・全国大会に出場。

校長	 阿部謙一先生
生徒数	 703 人　
学級数	 25 学級（うち特別支援学級６）
電話	 0175-22-1930
URL	 なし

青森県
むつ市

事例２

学力調査を活用した授業改善サイクル
を継続することで、学力が急上昇
むつ市立田名部中学校

学力調査を起点にして
授業改善に取り組む

小中接続は「ギャップ」から
「ステップ」へ

学校現場の
実践

データ分析手法の活用で
指導改善を効果的に進める



　「乗り入れ授業の実施により、教員
と新入生は、入学時に互いの顔と名
前が一致しています。時間をかけず
に信頼関係を築けるため、１学期か
ら学習指導や生徒指導において、生
徒の琴線に触れる指導ができるよう
になりました。また、一般的に中学
校では、１年生の目標を低く設定す
る傾向にありますが、小学校で最上
級学年として下級生をリードする姿
を見ることで、より生徒の力にふさ
わしい目標を設定できるようにもな
りました」（阿部校長）
　入学前に中学校から小学校に様々
な対応を依頼したり、両者が話し合っ
て、小・中それぞれで指導改善をし
たりすることで、事前に生徒の問題
行動の芽を摘むことができるように
なった効果も大きい。
　「これまで大きかった小・中間の

『ギャップ』が、小中一貫の取り組み
が図られたことで、頑張れば乗り越
えることができる『飛躍のためのス
テップ』となり、大きく成長するきっ
かけとなっています」（阿部校長）
　家庭学習の充実も小中一貫で図っ
ている。「家庭学習の手引き」を作成
して、ブロック内の各家庭に配付。

さらに、小・中全学年に家庭学習ノー
ト（自主学習ノート）を毎日提出す
るよう義務づけている。
　「本校では、学級担任が毎日、家庭
学習ノートをチェックすることに加
え、家庭学習課題への取り組みや定
期試験結果を部活動の顧問もチェッ
クし、持てる力を発揮していないと
判断される場合は、部活動の時間内
に学習を課します。これは一例です
が、このように全教育活動を通じて

『結果ではなく“頑張る”こと』を生
徒全員に求めています。こうした取
り組みの結果、毎日ほぼ全員がノー
トを提出しています」（小島先生）

　授業改善や小中一貫の取り組みで
ＰＤＣＡサイクルを繰り返したことが
功を奏し、同校では、ここ３年間で
学力が大きく伸びた。「青森県学習状
況調査」でも、小学校から中学校に
かけての学力の落ち込みは見られず、
むしろ大きく上昇している。また、
学力の二極化も下位層が中位層に底
上げされる形で改善され、集団とし
て満足できる状態になっている。

　生徒が徐々に落ち着きを取り戻し、
学習に向かう姿勢が整ってきたこと
で、生徒指導の質も大きく変わった。
　「かつては問題行動が起きてからの
後追い的な指導に時間が割かれてい
ましたが、今では生徒の可能性をい
かに伸ばすかという『開発的な指導』
が中心となっています」（阿部校長）
　次の段階としては、学力中・上位層
をさらに伸ばす指導を充実させるこ
とが課題だ。そのため、市の「活用
型問題集」や学力調査なども参考に、
校内テストの出題の約４割を活用型
に変えるとともに、それらの問題に
対応した授業改善も目指している。
　各種学力調査で表れた成果を、高
校入試の結果に結びつけていくこと
も課題だ。今後、「むつ市総合学力調
査」のデータを活用しながら効果的
な対策を探っていく予定だ。
　「生徒は学力調査では頑張って好結
果を出しているのですから、高校入
試でも力を発揮できれば、この課題
は越えられるはずです。学習だけで
なく、学校行事や部活動など、やる
べきことに全力で取り組み、友人の
努力も認められる人間性を育むこと
は、中学校に求められる社会的自立
の基礎づくりにつながります。こう
した教育活動の充実を図ることは、
生徒が希望進路を実現する力につな
がると考えています」（阿部校長）
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図４ 田名部中学校ブロックでの小中一貫教育の取り組み（抜粋）

中期における
授業の充実

•相互乗り入れ授業…中学校→小学校（算数・体育・図画工作・
外国語活動）、小学校→中学校（数学）

•小学校高学年での一部教科担任制導入
•中期学級担任連絡協議会（年２回）
•合同授業研究会（年１回）

アクションプラン
•学力向上…校内研修（算数・数学）の年次計画策定、校内研
修への相互参加、家庭学習調査、家庭学習の手引き

•生徒指導…生徒指導講演会、情報交換会、部活動連携

特別支援教育
•情報連携…特別支援研究部、情報交換（年２回）、ほか随時情
報提供を行う

合同行事と
地域連携

•合同行事…地域ボランティア活動、田名部中学校区懇談会、
　キャリア教育連携協議
•小中一貫教育だより（年４回発行）

ブロック独自の
実践

•ブロック懇親会
•４校親善球技大会
•生徒指導講演会
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第２特集

アセスメントを教育施策に生かす

校長

阿部謙一
あべ・けんいち
モットーは「仲間の努力
が分かり、何にでも全力
で取り組む生徒を育成す
る」

教諭

小島一玄
こじま・かずはる
研修主任。モットーは
「様々な活動に意欲を持
ち、自己を伸長できる生
徒を育てる」

継続的な実践により、
中学生の学力が劇的に向上


